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研究・知財戦略機構 自己点検・評価報告書   

１－１ 理念・目的  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（理念・目的等）  

○ センター等の理

念・目的・教育目

標とその適切性  

 

・現状 

 研究・知財戦略機構（以下，｢機構｣という。）は，

2005 年５月の設立以来，目的である世界的水準

の研究や本学の特長や強みを活かした個性的な

研究を推進するため，研究及びそれらを支援する

体制の整備に取り組んでいる。その一環として，研

究環境の重点的整備を図るため，特別推進研究イ

ンスティテュート（以下「インスティテュート」とい

う。）を設置した。これに加えて，インスティテュート

に続く戦略的な研究組織として研究クラスターの

設置を行う予定である。また，社会との連携活動に

関しては，社会連携促進知財本部（以下「知財本

部」という。）を核として，幅広い地域・産官学連携

を行うとともに，それらの連携に関する体制整備及

び必要なポリシー規程等の整備を推進している。 

 

・長所 

 機構は，主に研究を支援・推進する役割を担う

「研究企画推進本部」と創出された研究成果等の

知的財産等を社会に広く還元する役割を担う「社

会連携促進知財本部」の２つの本部が設置されて

いる。このことは，研究の促進を図り，そこから生じ

る知的財産を効果的に権利化して，企業等で活用

を促すことが関連組織でできるため，本学の研究

推進及び社会貢献の相乗効果が得られる面でも

大きな意義を持つ。 

 

・問題点 

 ２つの本部が有機的に連携して相乗効果をあげ

るには，本学で社会的に注目を集める個性的かつ

未来志向の研究を多く実施し，顕著な成果が数多

く上がってこなければ，それを活用した産学官連携

を行う知財本部は十分機能しなくなる。今後は，ま

ず魅力的な研究成果を数多く創出する活動及び体

制作りに注力した上で，両本部が密に連携をとりな

がら，所期の目的の達成を図っていく必要がある。

●特に研究力を向上させる施策を

この数年間，根強く行っていく必

要がある。 

●産官学連携を含め，それらを実

施する人材を計画的に育成してい

く必要がある。 

●具体的には，年度計画書を通じ

て，制度改革，研究予算の配分，

研究推進員の配置等を戦略的に

実施することにより，改善が図られ

る。 

●本学の研究の発展及び機構

活動の推進については，研究担

当副学長，副機構長２名，研究企

画推進本部長及び知財本部長の

５者が適宜，協議・打合せを行な

っている。このことにより，相互理

解，情報の共有化，意思疎通が図

られ，機構の活動が活性化してき

ている。 

 

○ センター等の理

念・目的・教育目

標等の周知の方

法とその有効性 

・現状 

 機構の理念・目的は規程化されている。目標等

は年度計画書等に記載されている。ホームページ

等を通じて広く周知がなされている。 

 

・長所 

 

・問題点 

  

（理念・目的等の検

証）  

・  センター等の理

念・目的・教育目

・現状 

研究企画推進本部及び社会連携促進知財本部

の両本部において，次年度の年度計画書を作成す

る過程において，得られた成果をもとに検証してい
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

標を検証する仕

組みの導入状況  

る。 

・長所  

 

・問題点  

 

１－２ 理念・目的に基づいた特色ある取組み （略） 

 

２ 教育研究組織  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

○ センターなどの

組織構成と理念・

目的等との関連  

 

・現状  

機構には，前述したとおり，研究企画推進本部と

知財本部を置いている。研究企画推進本部の任務

は，本学における「研究推進戦略」，「研究に係わ

る情報収集・発信」，「大型研究プロジェクト」，「特

定課題研究所に係る研究」，「国際連携・協力の企

画・立案」及び「大学院共同研究」「科学研究費補

助金，その他の学外研究助成による研究の推進・

支援」や「研究資源の配分の企画・立案」を任務と

している。研究企画本部の下に，研究企画推進委

員会と基盤研究部門（社会科学研究所・人文科学

研究所・科学技術研究所）があり，任務遂行に必要

な審議や事業を行っている。また，社会連携促進

知財本部は，「知的財産に関する戦略の策定」，

「知的財産の創出・評価・活用の方針決定・管理及

び保護」，「産官学連携による共同研究・受託研究

等の推進・支援」，「知的財産に関する情報の収

集・提供」，「知的財産に関する教職員等の相談・

啓発活動・人材育成」，「知的財産に係るリスク管

理」，「ベンチャー企業の育成・支援」を主な業務と

している。知財本部の下には，技術移転機関（ＴＬ

Ｏ）の知的資産センターとインキュベーションセンタ

ーの２つの機関があり，知財本部の実行的な機能

を果たしている。 

・長所  

 研究企画推進本部と知財本部が有機的な連携を

とることにより，重点的に戦略を構築することが可能

となっている。また，学長イコール機構長をトップと

した研究組織体制を確立したことにより，機構長の

リーダーシップの下，全学的な観点から研究体制

構築，時代の流れに的確に対応する事業計画の推

進ができる。 

・問題点  

前述の通り，２つの本部が有機的に連携して相

乗効果をあげるには，本学で社会的に注目を集め

る個性的かつ未来志向の研究を多く実施し，顕著

な成果が数多く上がってこなければ，それを活用し

●特に研究力を向上させる施策を

この数年間，根強く行っていく必

要がある。 

●産官学連携を含め，それらを実

施する人材を計画的に育成してい

く必要がある。 

●具体的には，年度計画書を通じ

て，制度改革，研究予算の配分，

研究推進員の配置等を戦略的に

実施することにより，改善が図られ

る。 

●本学の研究の発展及び機構

活動の推進については，研究担

当副学長，副機構長２名，研究企

画推進本部長及び知財本部長の

５者が適宜，協議・打合せを行な

っている。このことにより，相互理

解，情報の共有化，意思疎通が図

られ，機構の活動が活性化してき

ている。 
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点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

た産学官連携を行う知財本部は十分機能しなくな

る。今後は，まず魅力的な研究成果を数多く創出

する活動及び体制作りに注力した上で，両本部が

密に連携をとりながら，所期の目的の達成を図って

いく必要がある。 

・ センター等の組

織の妥当性を検

証する仕組みの

導入状況 

・現状  

研究企画推進本部及び社会連携促進知財本部

の両本部において，次年度の年度計画書を作成す

る過程において，得られた成果をもとに検証してい

る。 

 

・長所  

 

・問題点 

 

 

 

３ 教育内容・方法等 （略） 

４ 学生の受け入れ （略） 

５ 学生生活 （略） 

６ 研究環境  

研究活動に関する目標 

大学における高等教育の源は研究にある。その活性化，特に質の保証は，大学改革の最重要課題の１つと

いえる。「明治」らしい特色を示す研究を推進し，かつその成果を社会へ還元するシステムを構築するため

に，2005 年 5 月，学長のもとに明治大学研究・知財戦略機構を開設した。この機構の中に，研究企画推進本

部と社会連携促進知財本部を設けている。前者は，新しい大学研究の創成をはじめ本学の研究活性化のため

具体的施策を立案し実行していく組織であり，後者は，本学の知的資産を社会に還元するために大学と社会

を結びつけるリエゾン機能を担うが，具体的には受託・共同研究及び特許等の技術移転を促進することを意

図している。 

社会全体の国際化・情報化が進む中で，大学における研究活動は，社会から様々な要請を受けている。そ

のため，研究の活性化はもとより，研究成果の公開，社会還元ということを目的として，本学で行われてい

る研究内容ならびに実績に関する情報を積極的に発信していく。また，その結果及び得られた資金をフィー

ドバックすることによって本学の研究活動をさらに活性化させ，所謂「知的創造サイクル」の実現を図るこ

とを目標としている。  

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（研究活動）  

○ 論文等研究成果

の発表状況  

 

  

・  国内外の学会で

の活動状況  

・  当該学部・研究

科として特筆すべき

研究分野での研究

・現状 

外部の公的機関から研究資金を得て行われている

研究プログラムは，以下のとおりである。 

（１）文部科学省・ＪＳＴ関係：私立大学学術研究高度化

推進事業 12 件 

科学研究費補助金及び他の競

争的研究資金の申請・採択件数

を増やすには，各教員の研究力を

向上させなければならない。それ

には，地道な努力として，各教員
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活動状況  

・  研究助成を得て

行われる研究プロ

グラムの展開状況 

 

（ハイテク･リサーチ･センター整備事業３件，学術フロンテ

ィア推進事業５件，オープン・リサーチ・センター整備事業

２件，社会連携研究推進事業２件）を展開している。 

（２）科学研究費補助金 ：132 件（直接経費

218,960,000 円） 

（３）その他の主要な競争的研究資金獲得状況 

①ＪＳＴ「先端計測分析技術・機器開発事業」 

１件（16,342,690 円） 

②ＪＳＴ「社会技術研究開発事業」 

１件（13,910,000 円） 

③ＪＳＴ「戦略的創造研究推進事業（ＥＲＡＴＯ）」 

１件（27,820,000 円） 

④（独）農業・食品産業技術総合研究機構「新技術・新

分野創出のための基礎研究推進事業」 

１件（26,400,000 円） 

 

・長所  

  大型の公的研究資金に採択されてきている。科

研費についても，採択件数及び採択金額（直接

経費）が伸びてきている。 

 

・問題点  

同規模の大手私大に比べると外部機関から受

け入れる研究資金は未だに少ないと言わざるを

得ない。特に研究のメルクマールとなる科学研究

費補助金については，受入金額の増大に関する検討・

方策を積極的に展開する予定である。また，知財本部

関連では、受託研究等の件数が増えても総額において

低下・横ばい状態で伸び悩んでいる。 

 

の論文・学会発表，論文のサイテ

ーションを着実に増やしていく必

要がある。そうしたことを支援する

ため，次のことを行う。 

●外部資金の情報をタイムリーに

収集し，教員へ周知徹底する。 

●申請書を作成し，応募する際の

支援の事務態勢を強化する。その

ために，申請書の書き方及び加筆

修正に優れた人材を育成し，複数

名配置する。   

●科研費審査委員経験者及び既

採択者等の協力を得て，採択され

るような申請書の書き方の指導を

行う等のサポートを行う。 

●研究クラスター事業を推進す

る。 

●大学主導の大型研究プロジェク

ト（外部からのヘッドハンティング

や施設・機器設備も含む）の立ち

上げ等の企画を行う。 

（研究における国際

連携）  

・  国際的な共同研

究への参加状況  

・  海外研究拠点の

設置状況  

・現状 

 2007 年 12 月に，本学初の海外拠点として、

マレーシア工科大学内に「明治大学マレーシア・

サテライト・キャンパス」を開設した。このサテライ

トキャンパスは，国際的な産官学連携の拠点とし

て，またマレーシア工科大学をはじめマレーシア

国内の大学・研究者との連携の場として，さらに

は留学生の受入・派遣の窓口等多様な目的・機

能を有している。現在，秘書 1 名が現地で勤務

している。2008 年度に，現地で２回ほど研究交

流会を行った。また，2009 年２月には，マレーシ

アでの本学の研究・教育交流を活性化させること

を主目的とし，マレーシア紫紺会を設立させた。

今後ともマレーシアとの学術研究交流を促進して

いく予定である。 

 

・長所 

 日本の大学として，マレーシア国内に拠点を設

置したのは本学が初めてであり，マレーシアの企

業及び現地進出日系企業等の連携に関して優

位性がある。また，マレーシアの地理的及び文化

的背景から東南アジア・中東地域（イスラム圏）の

ハブ拠点となる可能性を有していることも設置の

利点として挙げられる。 

 

●専任教職員の派遣または現

地の企業等に関する情報・ネ

ットワークを有する人材を配置

する。 

●マレーシアに強力なパイプ

を持つ教員を核として研究交

流及び産学連携に関する基

盤を築く計画を策定する。  

●中国等においても研究交流

が行えるような交流基盤の整

備を検討する。 
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・問題点 

 未だにサテライトオフィスでの人的な整備が不

十分であることや，さらなる交流促進に向け，事

業計画を緻密に作ることが求められる。 

（教育研究組織単

位間の研究上の連

携）  

○ 附置研究所を設

置している場合，当

該研究所と大学・大

学院との関係  

・  大学共同利用機

関，学内共同利用

施設等とこれが置

かれる大学・大学院

との関係  

・現状 

 機構の下には，本学の研究基盤を支える組織とし

て，社会科学研究所，人文科学研究所，科学技術研

究所の三つの研究所が基盤研究部門として置かれて

いる。また，特定の研究課題を設け，目的を明らかにし

た共同研究を推進するための特定課題研究ユニット

は，現在６５設置されている。これらは大学・大学院とは

独立している。 

共同研究施設としては，生田校舎にハイテク・リサー

チ・センターが設置されており，理工学系・農学系の教

員の研究推進に活用されている。 

 

・長所 

機構の下に置かれる研究組織は，目的に応じた複 

層的なものを目指していることから，教員の独創性に富

む研究の推進とともに，トップダウンによる戦略的な研

究の推進が可能である。 

 

・問題点 

 機構の下の研究組織体制はまだ完全に構築されて

いない。戦略的かつ機能的な活動を推進するために

は，インスティテュート，特定課題研究ユニットに続き，

クラスターの設置を急ぐ必要がある。また，共同利用施

設に関しては，生田校舎のハイテク・リサーチ・センター

の利活用が，学部ごとにスペースを割り当てて使用され

ているため必ずしも有効に活用されていない面もある

が，外部の大型プロジェクトや共同研究プロジェクトを

獲得した際に当該研究を実施するスペースが不足して

いる。また，理科系学部では，注目を得られるような大

型の研究を推進していけるような設備投資が十分なさ

れていない。 

●駿河台の研究ラボタワー建

設について，年度計画書など

を通じて，改善を図っていく。

●生田校舎では大型の研究

資金を獲得した際に研究を実

施するスペースがなく，研究を

断念せざるを得ないケースが

出ている。生田校舎での総合

分析評価センター（ラボスペ

ース併設）の早期建設につい

て，年度計画書などを通じて

改善を図っていく。 

●理科系の研究で将来的に

優位性を築いていくため，本

学が優位性を発揮でき，なお

かつ将来的に発展が予想され

る研究分野を選定し，大規模

かつ大胆に設備投資を行って

いく。 

（経常的な研究条

件の整備）  

○ 個人研究費，研

究旅費の額の適切

性  

○ 教員個室等の教

員研究室の整備状

況  

○ 教員の研究時間

を確保させる方途

の適切性  

○ 研究活動に必要

な研修機会確保の

ための方策の適切

性  

・現状 

 専任教員（助手を除く），特任教員，客員教員（一部

を除く）には，年 35 万円が特定個人研究費として，個

人で行う学術研究を助成するために支給されている。

その他，国内学会発表（参加）費が年間２回及び海外

の学会参加費が年間１回支給されている。 

専任教員（助手を除く），特任教員，客員教員（一部

を除く）は，全員個人研究室が一部屋与えられている。

本学では，社会科学研究所，人文科学研究所，科学

技術研究所の三つの研究所ごとに研究費が予算化さ

れており，総合研究・共同研究・個人研究・重点研究と

いった研究種目を設けて，研究を推進している。 

 

・長所  

 

・問題点 

特定個人研究費の支給額は私立大学の中で

は標準的である。研究をさらに活性化させるために

は，特定個人研究費等大学から教員に対して一律に

●駿河台の研究ラボタワーや

生田の研究ラボ及び総合分析

評価センター等必要な共同研

究スペースを確保できるようにす

る。 

●規模の大きい戦略的な共同研

究や大型の競争的研究資金の獲

得者に対する時間的，資金的，人

的，物理的インセンティブを講じて

いく。 

●研究は学生と一緒に行うことで

いっそう促進されると考えられるた

め，各教員がゼミの大学院生及び

学部学生と一緒に研究を実施でき

るスペースの拡充を，駿河台及び

和泉校舎に設置することを進め

る。 
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支給される研究費とは別に，大学が戦略上必要な共同

研究プロジェクト等を実施するための研究費あるいは次

代を担う若手研究者に支給する研究費の創設等，研究

費の重点配分の推進を図る必要がある。また，規模の

大きい戦略的な共同研究や大型の競争的研究資金の

獲得者に対する支援やインセンティブがないことが問

題となっている。 

一般的に，教員は授業時間のコマ数が多く割り当て

られていることが多いため，特に大型の研究資金獲得

教員において研究時間の確保の面で支障をきたしてい

る。 

 その他，前述しているとおり，共同研究及び外部の大

型研究プロジェクトを実施するためのスペースが不足し

ている。このことが障害となって，企業等の大型共同研

究やプロジェクトを断念するケースも見受けられる。 

○ 共同研究費の制

度化の状況とその

運用の適切性 

・現状 

 大学院担当教員を対象にした大学院研究科共同研

究を設け，特定の研究課題に関する共同研究を現状で

は４件程推進している。 

 

・長所 

 

・問題点 

 本学大学院担当教員間の共同研究に対する

助成制度があるが、他の共同研究に対する助成

はない。 

 

●産学連携型の共同研究に

対する助成も行える措置を進

める。 

（競争的な研究環

境創出のための措

置）  

○ 科学研究費補助

金および研究助成

財団などへの研究

助成金の申請とそ

の採択の状況  

・  基盤的研究資金

と競争的研究資金

のバランスとそれぞ

れの運用の適切性  

・現状 

 平成 20 年度の科学研究費補助金については，新規

申請 229 件（特別研究員奨励費を除く）のうち採択が

35 件であり，新規採択率 15％に低下した。継続分，転

入分，特別研究員奨励費等を含めると 45 件の新規採

択であった。 

   研究助成金については，７件（9,250，000 円）を受け

入れている。学内の研究費としては，競争的配分の研

究費として新領域創成・若手研究があり，また特定個人

研究費と三研究所に予算化された研究所研究費（学内

公募）が存在する。機構の下に，特定の研究課題を設

け目的を明らかにした共同研究を推進するための特定

課題研究ユニットが，６５件設置されている（設置期間は

5 年以内）。 

 

・長所  

 

・問題点 

 科学研究費補助金の申請・採択状況は，大学の規模

を考えると，少ないと言わざるをえない。学内の研究費

が比較的潤沢に措置され，しかも予算配分型の傾向が

強く，必ずしも有効的な使用がなされていないという指

摘もある。また，文系の教員が圧倒的に多く，競争的研

究資金よりも大学支給の経常的研究資金に依存する

教員の割合が多い。 

  

●科学研究費補助金の申請は，

学長からのメッセージ発信のほ

か，学部長会・各教授会等を通じ

て全教員が行うよう取り組むよう促

すとともに，事務局からも積極的に

応募を促す周知活動を展開する。

●採択率の増加のため，申請書

類作成に関するノウハウの周知，

申請書作成の指導・作成後のチェ

ック等のサポート態勢の強化を引

き続き図っていく。 

●さらなる採択件数増加のため，

制度改革及び環境整備を並行し

て行う。 

・教員間での申請書レビュー制

度（覆面）の創設。 

・施設面では，研究スペー及び

設備の改善。 

・制度面では，外部資金獲得教

員に対するインセンティブの付

与（授業・委員会等の負担軽

減，研究費の傾斜配分，研究

支援者の配置） 

・大学主導による大型プロジェク

トの立ち上げ 

・教員採用方法の見直し（評価

軸に外部資金導入の可能性を
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含める）。 

 

[科学研究費補助金などの申請・採択状況]  (単位:件) 

 

年度 教員数 新規申請件数 新規採択件数 教員一人あたり採択件数

2005 年度 746 134 件 21 件 0.028

2006 年度 753 175 件  35 件 0.046

2007 年度 764 173 件 42 件 0.055

2008 年度 798 186 件 32 件 0.040

※教員数は，各学部・大学院の専任教授・准教授・専任講師を対象とした。 

（研究上の成果の

公表，発信・受信

等）  

・  研究論文・研究

成果の公表を支援

する措置の適切性  

・  国内外の大学や

研究機関の研究成

果を発信・受信する

条件の整備状況  

・現状 

 本学ホームページを通じて，本学教員等の研

究プロジェクト及び成果等をタイムリーの公開し

ている。その他，教員の研究業績データベース

を整備している。さらに，年度ごとに研究シーズ

集およびパンフレットを刊行し、企業を含む外部

機関へ渡している。その他,三研究所では紀要，

欧文紀要，年報を刊行して，教員の研究成果を

公表している。また，総合研究の成果について

は，大学が助成して叢書を刊行し，国内外の研

究機関等に送付している。なお，国内外の研究

機関から送付されてくる紀要類は図書館で収蔵

し，研究に供している。 

 

・長所  

紀要・年報は，毎年刊行しており，定常的な研

究成果の発信機能を有している。 

 

・問題点 

 研究知財戦略機構及び本学の研究成果や研

究シーズのホームページにおける検索が容易で

ないことが挙げられる。ホームページの配置を工

夫することや，図書館の機関リポジトリーとの連

携強化を含め，総合的に見直す必要がある。 

また，本学の研究成果及び活動がわかるもの

の作成が望まれる。その他，文系と理系とは紀要に

関する学会等における評価の違いがあり，掲載論文等

に関して検討する必要がある。 

●本学の研究の概要及び成果が

わかる年報やパンフレット等を作

成する。 

●研究知財戦略機構のホームペ

ージを充実させることにより，研究

成果を積極的に発信する。 

●現状の研究業績データベースと

図書館の学術成果リポジトリーとの

連携を図り，広く公開する 

●研究所等の紀要論文の評価を

高めるための方策として，既に人

文科学研究所で実施している“レ

フェリー制度”の導入や査読の強

化を図り，記載論文の質の向上に

努める。 

（倫理面からの研究

条件の整備）  

・  研究倫理を支え

るためのシステムの

整備状況とその適

切性  

・  研究倫理に係る

学内審議機関の開

設・運営状況の適

切性  

・現状 

 「社会連携ポリシー」「利益相反ポリシー」「研

究者行動規範」「研究費の適正管理に関する規

程」「研究活動の不正にかかわる通報制度に関

する規程」「秘密保持管理規定」を制定し，円滑

に社会連携活動を推進するとともに，大学あるい

は研究者としての基本姿勢及び遵守すべき事項

を定めて実施している。 

 

・長所  

●研究知財事務室の外に，コ

ンプライアンス及び倫理に係

る部署の設置を進める。具体

的には，研究費管理部署が研

究費活動の不正に係わる通報

窓口であることから，この窓口

を第三者に当たる部署に移管

するか，コンプライアンス等を

統括する部署を新設して対応

する必要がある。 
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・問題点 

 ①研究倫理をチェックする窓口が産学連携を

率先する部署である研究推進部になっているこ

とである。客観性・公平性の観点から疑義を持た

れる恐れがある。 

②海外に機械装置や研究試料等を持ち出す

場合，輸出管理規制（キャッチオール規制）に抵

触する危険性がある。 

③研究を遂行する上での，個人情報管理，イ

ンフォームドコンセント，生命倫理，安全管理等

の承認及び関係機関への手続きを行う機能が未

整備である。 

●輸出管理規制，インフォー

ムドコンセント，生命倫理，安

全管理等の承認及び手続きを

行う窓口の創設を進める。これ

らは科研費等の応募申請書に

記載しなければならない項目

となっている。 

 

７ 社会貢献  

社会貢献に関する目標 

本学は，社会貢献を大学の研究と教育に続く第三の使命として，社会連携ポリシーにおいて明確に位置付けしてい

る。本学は，人文科学・社会科学・自然科学の各分野における研究基盤から生まれる高度で先進的な研究成果を，学

外機関との交流をはじめ，企業，国，地方自治体やその地域社会・住民等に速やかに還元し，平和で豊かな社会を創

造することを理念とし，これに本学の教職員等が一致協力して取り組むことが必要としている。 

 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（社会への貢献）  

○ 社会との文化交

流等を目的とした教

育システムの充実

度  

○ 公開講座の開設

状況とこれへの市

民の参加の状況  

○ 教育研究の成果

の社会への還元状

況  

・現状  

公開講座の開設状況は以下のとおりである。 

 

・長所  

 

・問題点  

 

○ 国や地方自治

体等の政策形成へ

の寄与の状況  

 

・現状  

・長所  

・問題点  

 

○ 大学の施設・設

備の社会への開放

や社会との共同利

用の状況とその有

効性 

・現状  

・長所  

・問題点  

 

（企業等との連携）  

・  企業と連携して

社会人向けの教育

プログラムを運用し

ている大学・学部に

おける，そうした教

・現状 

① 寄附講座に関しては，2007 年度から大和

証券寄附講座「ベンチャー起業アイデア創出

とビジネスプラン構築」が学部間総合講座とし

て開講された。 

② 企業との共同研究，受託研究については，2005

受託・共同研究等について

は，件数は伸びているものの

一件当りの金額が低迷してい

る。さらに実績を伸ばして行く

ために，次のことを行う。 

●大型研究をコーディネート
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育プログラムの内容

とその運用の適切

性  

・  寄附講座，寄付

研究部門の開設状

況  

・  大学と大学以外

の社会的組織体と

の教育研究上の連

携策  

・  企業等との共同

研究，受託研究の

規模・体制・推進の

状況  

 

※以下、知財機構

のみ対象 

・ 特許・技術移転

を促進する体制の

整備・推進状況  

・  「産学連携に伴う

利害関係の衝突」

に備えた産学連携

にかかるルールの

明確化の状況  

・  発明取り扱い規

程，著作権規程

等，知的資産に関

わる権利規程の明

文化の状況  

年度 90 件，2006 年度 108 件，2007 年度 108 件，

2008 年度 138 件と件数ベースでは上昇の傾向にあ

る。しかし，金額面では伸び悩んでいる。一方,特許

等の知的財産の移転件数は,累計として 24 件で年

度により件数の増減がある。金額面では多いとは言

えない状況が続いている。 

機構の設立によって一体感が出てきているが，受

託件数や技術移転等に関する具体的な数値・成果と

しては現れていない。 

 

共同研究，受託研究件数及び金額の推移 

年

度 
2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度

件

数 
９０件 １０８件 １０８件 １３８件

金

額 
284,899,259 337,418,385 312,227,261 295,480,929

 

③ 特許・技術移転を促進する体制の整備

は，2000 年 10 月に学内ＴＬＯとして「知的資

産センター」を開設している。200１年４月には

国の承認ＴＬＯとなり，特許流通アドバイザー

及び産学官連携コーディネーターの派遣を受

けているほか，知的財産に関する専門知識や

経験を持つ専門人材を本学の知的財産マネジ

ャーとして採用するなど態勢を整えている。 

④  「産学連携に伴う利害関係の衝突」に備

えた産学連携にかかるルールに関しては，

2005 年１月 に制定された「利益相反ポリシ

ー」及び利益相反委員会が発行した「社会貢

献と倫理及び利益相反 に関するガイドライ

ン」において，教職員に明示している。また，

知的財産に関わる権利規程に関しは，「社会

連携ポリシー」，「発明等に関する規程」を制

定している。 

 

・長所 

 2007 年４月には，知的資産センター設立以来

の課題となっていた研究所との研究費受け入れ

窓口の二元化が完全に解消された。このことによ

り，企業等との連携については，同一の考え・方

針に基づき執り行われることから，分かり易く，透

明性を有し，また効果的な対応が可能となった。

 

・問題点 

 共同研究，受託研究等企業との連携に関して

の教員の関心や意識が未だに低いと言える。さら

に問題点としては， 

①研究環境の貧弱さ（研究施設・スペース・研

究時間・研究支援者等）， 

②本学では研究資金が比較的潤沢支給され

ていること， 

③学外機関から受託・共同研究を受けることに

対してインセンティブが働かないこと，などに

する専門人材を任用する。 

●専門人材に対する OJT 研

修を強化し，外部機関の研究

委託のニーズを積極的に集

め，それらの情報を適切な教

員へタイムリーに提供できるよ

うにする。 

●受託・共同研究等を増やす

には，何といっても研究力の

底上げを行わなければならな

い。そのために，研究環境の

整備（研究施設・スペースの

拡充・研究時間の確保・研究

支援者等の配置等）及び科研

費を含めた外部研究資金の

導入を積極的に導入してい

く。 
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起因すると考えられる。 

その他，事務局で，積極的学外機関の研究委

託のニーズを把握し，タイムリーに対応可能な教

員へ情報を提供する必要がある。 

 

８ 教員組織 （略） 

９ 事務組織  

事務組織に関する目標 

 学術研究の振興と社会貢献の進展に寄与するため，研究･知財整備活動の戦略的推進，外部資金の

獲得及び資金管理等の支援を行い，かつ本大学の知的財産の活用･管理及び社会への還元等に係わ

る業務を遂行することを任務とする研究推進部を設置し，その下に研究知財事務室（駿河台・和泉地区

担当）及び生田研究知財事務室（生田地区担当）を設置して，対応している。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（事務組織の構成）  

○ 事務組織の構成

と人員配置  

・現状  

研究・知財戦略機構を担う部署は，研究推進部

の研究知財事務室及び生田研究知財事務室であ

る。その人員配置は，研究知財事務室２１名（専任

職員１０名・短期嘱託２名・派遣職員９名：専任職員

１名は育児休暇中のため派遣１名が代替で配属），

生田研究知財事務室 18 名（専任職員６名・短期嘱

託１名・派遣職員１０名・特別嘱託３名）となってい

る。また，生田研究知財事務室には，文部科学省

から産学連携コーディネーターが，経済産業省か

らは特許流通アドバイザー各１名が派遣を受けて

いる。 

・長所  

 

・問題点 

研究推進部のサービス内容及び範囲を格段と向

上させてきている。具体的には，科研費の申請書

作成ノウハウの説明会を数多く開催したり，申請書

の加筆修正サービスを強化している。また，和泉校

舎にも研究知財事務室の分室を設置したり，マレ

ーシアとの交流，先端数理科学インスティテュート

（MIMS）の推進業務などが増えている。その他，今

回の事務機構改革で従来の研究所と知的資産セ

ンター事務室の業務に加えて，教務課及び国際交

流センターが担当していた在外研究・国際学会に

関する業務及び理工及び農学部が担当していた理

科設備費に関する業務が追加となっている。最も

大きな変化は，研究費不正使用に端を発する研究

費処理の厳格化への対応である。これにともない，

物品に関する検収業務や研究費の適切性の判断

を二重三重に行わなければならなくなった。このほ

か，大学院共同研究や学振特別研究員や学内の

特別研究の手続き等，研究と名のつく業務は一括

して研究推進部に片寄せされることとなった。これ

にグローバルＣＯＥの新規申請，補正予算関係の

●前回の事務機構改革で，研

究推進部に“振り分けられた”

業務を合理性の観点で一から

見直すべきである。 

●今回の事務機構改革にて，

人員減となった職員数を早急

に回復させるべきである。 

●研究を重視し，今以上に戦

略的に外部資金を増やす目

標を掲げる以上，それらの業

務を行う専門的素養を有する

専任職員及び事務的にサポ

ートを行う専任職員を継続的

に増員していくべきである。 



研究・知財戦略機構 11/13 

申請，特任教授の採用及び環境整備等の業務も

依然として，研究推進部で行っている。 

一方で，19 名いた専任職員が 16 名に減らされ

ている。非専任 22 名で当座を凌いでいるが，彼ら

には責任ある仕事を任せることはできない。専任職

員（特に男性）は，１０時－１１時まで勤務すること

がざらになった。小さな子供がいる女性職員は，自

宅に持ち帰って業務を行っている。 

この危機的な状況を一刻も早く打開する必要が

ある。  

（事務組織と教学組

織との関係）  

○ 事務組織と教学

組織との間の連携

協力関係の確立状

況  

○ 大学運営におけ

る，事務組織と教学

組識との有機的一

体性を確保させる

方途の適切性  

・現状  

科研費獲得増加を目指した各教授会での説明

や執行部の先生方との打合せ等で連携して，当っ

ている。 

・長所 

学部事務との連携のおかげで科研費等の採択を

拡大させることができた。 

・問題点  

 

  

（事務組織の役割）  

○ 教学に関わる企

画・立案・補佐機能

を担う事務組織体

制の適切性  

○ 学内の意思決

定・伝達システムの

中での事務組織の

役割とその活動の

適切性  

○ 国際交流等の専

門業務への事務組

織の関与の状況  

○ 大学運営を経営

面から支えうるよう

な事務機能の確立

状況  

・現状  

効果的な研究推進及び知財の創出・活用に関わ

る企画立案・補佐機能をつかさどる事務組織は機

能はしているが，それらの業務を担う専任職員が不

足しているため企画立案・補佐機能は十分とはい

えない状況である。前述したとおり，業務が大幅に

増加し，さらにそれらが多様化，混然化しているば

かりでなく，サービス内容を大幅に拡大させた。そ

の一方で，専任職員数が減っている状況下にあ

る。 

国際交流等はマレーシアとの連携等を行ってい

る。 

・長所  

 

・問題点 

戦略的な企画・立案に係る業務に当たる専任職

員不足している。また，このような業務に携わる専

任職員の確保・育成を関する方策を早急に講じる

必要がある。 

語学ができる職員が不足しており，国際交流等

の専門業務への対応が一部の職員に集中してい

る。  

●効果的な研究推進及び知

財の創出・活用に関わる企画

立案・補佐機能を担う専任職

員の確保を早急に講じ，それ

らの職員を長期的に育成して

いくことが急務である。 

●外部での研修プログラムも

視野に入れて取り組むべきで

ある。 

●語学力に長けた職員の採

用及び既存の職員の語学研

修及び海外経験を計画的に

行う必要がある。  

（スタッフ・ディベロ

ップメント（SD））  

○ 事務職員の研修

機会の確保の状況

とその有効性  

・  事務組織の専門

性の向上と業務の

効率化を図るため

の方途の適切性  

・現状  

職員間で，語学研修及び論理・文章表現の研修

を行っている。外部の大学間の研修会や文部科学

省および JST 等の研修にも参加している。 

・長所  

  

・問題点  

職員の専門能力及び情報収集力の面で改善を

図っていく必要がある。特に，効果的な研究申請書

の書き方，研究費の適切な執行，知財管理，産学

官連携コーディネート，基礎的な語学力，論理・図

●年度計画書を通じて，職員

の能力開発（研究申請書の作

成，研究費の適正管理，知財

知識，産学官連携コーディネ

ート力，語学力，論理・図解

力，国語力，ファシリテーショ

ン能力等）を計画的に実施し

ていく。 

●定期的に外部の研修会にも

参加を促し，情報収集を行う。

●海外の大学を訪問し，現地
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解力，国語力，ファシリテーション能力，情報収集

力で課題がある。また，職員の語学力（特に英語）

が不十分であることにより，マレーシア等の海外連

携業務が特定の職員しか対応ができない状況が続

いている。 

の職員とのディスカッションを

行う機会を持つなどして，視野

を広げることや語学力向上を

継続的に行っていく。 

 

10 施設・設備等 （略） 

11 図書および電子媒体等 （略） 

12 管理運営 （略） 

13 財務 （略） 

14 自己点検・評価  

 自己点検・評価に関する目標 

自己点検・評価を恒常的に行うための制度及び仕組みを確立し，その活動上の有効性を検証しなが

ら，将来の充実に向けた改善・改革を行うことを目指し，自己点検・評価の PDCA を有効に機能させて

いく。 

点検・評価項目 現状（評価） 問題点に対する改善方策 

（自己点検・評価）  

○ 自己点検・評価

を恒常的に行うため

の制度システムの

内容とその活動上

の有効性  

○ 自己点検・評価

の結果を基礎に，

将来の充実に向け

た改善・改革を行う

ための制度システム

の内容とその活動

上の有効性  

・現状  

機構の取り組みや成果は，ホームページや年報

等で公開されている。将来の改善等の評価・検証

は，定期的に開催される機構会議にて議論される

ほか，自己点検・評価報告書を提出する際に，総

合的に行っている。  

・長所  

 

・問題点 

会議での議論，年度計画書作成時及び自己点

検・評価の機会しか，活動内容や有効性の検証を

行う機会がないのが現状である。 

●今後は，一例として機構

に，外部委員を含めた評価委

員会を設置するなどして，定

期的かつ客観的に評価を行

い，その内容を改善に結び付

けられるようにしていく。 

（自己点検・評価に

対する学外者によ

る検証）  

○ 自己点検・評価

結果の客観性・妥

当性を確保するた

めの措置の適切性  

・  外部評価を行う

際の，外部評価者

の選任手続の適切

性  

・  外部評価結果の

活用状況  

・現状 

前述のとおり，自己点検・評価は，定期的に開催

される機構会議にて議論されるほか，自己点検・評

価報告書を提出する際に，総合的に行っている。 

・長所 

 

・問題点 

機構の評価に，外部評価委員が加わっていない

ため，客観性の面で問題が生じる可能性がある。 

●今後は，一例として機構

に，外部委員を含めた評価委

員会を設置するなどして，定

期的かつ客観的に評価を行

い，その内容を改善に結び付

けられるようにしていく。 

（大学に対する社会 ・現状 ●本学の研究上の特色や活
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的評価等）  

・センター等の社会

的評価の活用状況  

・  自大学の特色や

「活力」の検証状況  

社会的評価や活力についても，定期的に開催さ

れる機構会議にて議論するほか，年度計画書及び

自己点検・評価報告書を提出する際に，総合的に

検証を行っている。本学の特色は研究クラスターや

新領域・若手研究で，独創性・革新性の面で顕著

な研究に助成をしている。 

・長所 

 

・問題点 

社会的評価，特色，活力等の検証については，

外部資金の獲得状況の推移を見て判断している程

度である。特に，本学の特色や活力面の検証が難

しい。 

 

力面の評価も，外部委員を加

えた評価委員会を設置するな

どして，改善に結び付けたい。

（大学に対する指摘

事項および勧告な

どに対する対応）  

○ 文部科学省から

の指摘事項および

大学基準協会から

の勧告などに対す

る対応  

・現状  

文部科学省や大学基準協会等からの指摘事項

については，自己点検等を通じて対応するほか，

内部・法定監査等の指摘事項によっても対応を要

求されているため，本機構では対応を着実に行っ

ている。 

・長所  

 

・問題点  
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